


 

（２）関西電力の「基本ケース」と同一条件の試算結果（7/13報告の試算①）

と関西電力が算出した基本ケースとの相異について 

関西電力は、統計的グリーン関数法に基づいた地震動評価により基準地震

動を策定しているが、今回の試算における要素地震波（模擬波）の生成や波

形合成のプロセスが関西電力と異なっていることにより、計算結果に相異が

生じていると考えられる。 

 

２．基準地震動の策定における保守性の考慮 

基準地震動の策定においては、保守性の考慮として、まず、断層長さを保

守的に設定している（別紙２参照）。今回の対象の断層についても以下のとお

り各断層長さを保守的に設定し、さらに、これら３つの断層の連動を考慮し、

これを基本ケースとしている。 

ＦＯ－Ａ断層；約２４ｋｍ（既存文献では１８ｋｍ） 

ＦＯ－Ｂ断層；約１１ｋｍ（既存文献に記載なし） 

熊川断層  ；約１４ｋｍ（既存文献では９ｋｍ又は１２ｋｍ） 

この基本ケースに、さらに断層幅、短周期の地震動レベル、アスペリティ

配置等の不確かさを考慮している。 

 

３．「レシピ・入倉・三宅式」以外の震源特性パラメータの設定方法 

地震動評価における震源特性パラメータの設定については、レシピにおけ

る巨視的震源特性に係る入倉・三宅式を用いる方法（（ア）の方法）及び松田

式（１９７５）・武村式（１９９０）を用いる方法（（イ）の方法）があり、

このほかに中央防災会議の手法がある（詳細は別紙３）。 

（イ）の方法及び中央防災会議の手法はいずれも、地震モーメントを震源

断層の面積との関係ではなく断層長さとの関係から求めるものである。 

原子力発電所の審査においては、震源として考慮する活断層の評価に当た

って、調査地域の地形・地質条件に応じ、既存文献の調査、変動地形学的調

査、地質調査、地球物理学的調査等の特性を活かし、これらを適切に組み合

わせた調査を実施した上で、その結果を総合的に評価し活動層の位置・形状・

活動性等を明らかにすることを求めていること※から、断層の形状等から地震

モーメントを求める（ア）の方法が用いられてきている。 

※「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の

解釈」別記２の５二② 
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４．対応案 

○武村式（１９９８）を用いたケース（7/13報告の試算②）は、１．のとお

り、武村式（１９９８）に対応する地表断層長さではなくこれより大きい

長さを用いたことにより、大きな地震モーメントが算出され、その後のプ

ロセスで矛盾が生じ、結果として背景領域の応力降下量が通常の約３倍と

いう非現実的なモデルとなった。これを踏まえれば、この試算結果をもっ

て、大飯発電所の基準地震動の妥当性を議論することは適切ではない。 

○他方、大飯発電所の基準地震動の策定に当たっては、レシピの（ア）の方

法（入倉・三宅式）を用いている。この方法は、震源断層の詳細な調査結

果をもとに断層モデルを用いて最終的に強震動計算を行うまでの一連の手

法として、その合理性が検証され広く用いられている。また、審査に当た

っては、入倉・三宅式が他の関係式に比べて、同じ断層長さに対する地震

モーメントを小さく算出する可能性を有していることにも留意して、断層

の長さや幅等に係る保守性の考慮が適切になされているかという観点で確

認してきている。 

○このため、現時点において、大飯発電所の基準地震動を見直す必要は無い

と考える。 

○なお、震源断層の詳細な調査結果を用いて、レシピの（ア）の方法以外の

方法によって基準地震動を作成するというアプローチについては、どのよ

うに保守性を確保していくか（断層長さの設定（連動の考慮を含む）、各種

の不確かさの取り方等）に関し、妥当な方法が現時点で明らかになってい

るとは言えず、規制において要求または推奨すべきアプローチとして位置

付けるまでの科学的・技術的な熟度には至っていないと考える。 

 

以上 
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ィ

に
既

に
大

き
な

応
力

降
下

量
を

設
け

た
上

に
、

地
震

モ
ー

メ
ン

ト
を

変
え

な
い

よ
う

に
背

景
領

域
に

も
大

き
な

応
力

降
下

量
を

設
定

す
る

こ
と

が
必

要
と

な
っ

た
。

こ
れ

は
、

通
常

2～
3M

Pa
程

度
の

背
景

領
域

の
応

力
降

下
量

と
比

べ
約

3倍
の

値
で

あ
る

。

試
算

モ
デ

ル

Ⅴ
’

・
地

震
モ

ー
メ

ン
ト

M
0か

ら
算

定
さ

れ
た

短
周

期
レ

ベ
ル

Aの
制

約
条

件
か

ら
、

ア
ス

ペ
リ

テ
ィ

の
応

力
降

下
量

の
算

出Ⅳ
’

・
ア

ス
ペ

リ
テ

ィ
の

総
面

積
の

算
出

関
西

電
力

モ
デ

ル
の

ア
ス

ペ
リ

テ
ィ

割
合

0.
22

を
採

用

こ
こ

で
、

レ
シ

ピ
の

手
順

を
変

更
し

、
以

下
の

試
算

モ
デ

ル
の

構
築

を
試

み
た

。

レ
シ

ピ
と

異
な

っ
た

手
順

=4
∆

レ
シ

ピ
(2

01
6)

式
（

15
）

=
0.

/ ,
β=

3.
/⇒

∆
=2

2.

地
震

モ
ー

メ
ン

ト
（

1.75
×1

0
）
を

変
え

な
い

よ
う

に
背

景
領

域
に

7.
6M

Pa
の

応
力

降
下

量
を

設
定

し
た

。

応
力

降
下

量
7.

6M
Pa

応
力

降
下

量
22

.3
M

Pa

地
震

調
査

研
究

推
進

本
部

「
全

国
地

震
動

予
測

地
図

」
(2

00
9)

の
特

性
化

震
源

モ
デ

ル
（
以

下
「
推

本
モ

デ
ル

」
と

い
う

）
と

の
比

較

・
背

景
領

域
の

応
力

降
下

量
の

算
出

評
価

対
象

ア
ス

ペ
リ

テ
ィ

の
応

力
降

下
量
∆

背
景

領
域

の
応

力
降

下
量

∆
最
小
ケ
ー
ス
：

大
阪
湾
断
層
帯

1
2
.
8
MP
a

0
.
7
M
Pa

∆
最
大
ケ
ー
ス
：

櫛
形
山
脈
断
層
帯

1
7
.
5
MP
a

3
.
1
M
Pa

推
本
モ
デ
ル
の
平
均
値

1
5
.
1
MP
a

2
.
7
M
Pa

本
試
算
モ
デ
ル

2
2
.
3
MP
a

7
.
6
M
Pa

レ
シ

ピ
に

基
づ

い
た

特
性

化
震

源
モ

デ
ル

構
築

の
試

み
（
３

）

Ⅵ
’

10



関
西

電
力

は
、

基
準

地
震

動
策

定
に

当
た

り
統

計
的

グ
リ

ー
ン

関
数

法
に

基
づ

い
た

地
震

動
評

価
を

行
っ

て
い

る
。

今
回

の
試

算
に

お
い

て
は

、
要

素
地

震
波

の
生

成
や

波
形

合
成

の
プ

ロ
セ

ス
が

関
西

電
力

と
異

な
る

こ
と

に
よ

り
、

相
違

が
生

じ
て

い
る

と
考

え
ら

れ
る

。

基
本

ケ
ー

ス
に

お
け

る
関

西
電

力
と

の
相

違
の

考
察

要
素

地
震

波

震
源

特
性

伝
播

経
路

特
性

サ
イ

ト
特

性

地
震

基
盤

解
放

基
盤

面

評
価

サ
イ

ト

断
層

モ
デ

ル
を

用
い

た
地

震
動

評
価

の
イ

メ
ー

ジ
図

破
壊

開
始

点
破

壊
伝

播
要

素
断

層

11



地
表

活
断
層

=
 0

<si
n

≤1

地
震
発
生
層

厚
さ
H

断
層
幅
W

断
層

傾
斜
角
d

基
準
地
震
動
の
策
定
に
お
け
る
保
守
性
の
考
慮

複
数
の
活
断
層
が
認
め
ら
れ
る
場
合

活
断
層
の
延
長
上
に
確
実
な
否
定
根
拠
が
認
め
ら
れ
な
い
場
合

延
ば
す

繋
げ
る

○
変
動
地
形
学
的
調
査
、
地
質
調
査
、
地
球
物
理
学
的
調
査
な
ど
に
よ
っ
て
、
断
層
長
さ
、
断
層
幅
等

に
つ
い
て
、
保
守
的
に
設
定
。

（
例
１
）
断
層
長
さ

＜
別
紙
２
＞

（
例
２
）
断
層
傾
斜
角
を
大
き
く
す
る
よ
う
に
し
て
、
断
層
幅
を
保
守
的
に
設
定

12



出
典
：
震
源
断
層
を
特
定
し
た
地
震
の
強
震
動
予
測
手
法
（
「
レ
シ
ピ
」
）
平
成

28
 年
（

20
16
年
）

6月
地
震
調
査
研
究
推
進
本
部
地
震
調
査
委
員
会

を
基
に
作
成

震
源
断
層
面
積
以
外
で
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
Ｍ
０
を
算
出
す
る
方
法

＜
（
ア
）
の
方
法
＞

過
去
の
地
震
記
録
な
ど
に
基
づ
き
震
源
断
層
を
推
定
す
る
場
合
や
詳
細
な
調
査
結
果
に
基
づ
き

震
源
断
層
を
推
定
す
る
場
合

・
地
震
規
模
（
地
震
モ
ー
メ
ン
ト

M
0）
は
、
震
源
断
層
モ
デ
ル
の
震
源
断
層
面
積

Sか
ら

（
２
）
～
（
４
）
式
の
い
ず
れ
か
で
算
出
（

M
0の
大
き
さ
で
適
用
範
囲
が
異
な
る
）

＜
（
イ
）
の
方
法
＞

地
表
の
活
断
層
の
情
報
を
も
と
に
簡
便
化
し
た
方
法
で
震
源
断
層
を
推
定
す
る
場
合
（
次
頁
）

・
地
震
規
模
（
地
震
モ
ー
メ
ン
ト

M
0）
を
（
２
）
～
（
４
）式
と
は
別
の
式
で
算
出

・
そ
の
地
震
規
模
か
ら
震
源
断
層
モ
デ
ル
の
震
源
断
層
面
積

Sを
推
定
（幅

W
と
長
さ

Lを
調
整
）

（
ア
）
の
方
法

（
イ
）
の
方
法

＜
別
紙
３
＞

13



出
典
：
震
源
断
層
を
特
定
し
た
地
震
の
強
震
動
予
測
手
法
（
「
レ
シ
ピ
」
）
平
成

28
 年
（

20
16
年
）

6月
地
震
調
査
研
究
推
進
本
部
地
震
調
査
委
員
会

を
基
に
作
成

簡
便
化
し
た
方
法
で
震
源
断
層
を
推
定
す
る
場
合
（
前
ペ
ー
ジ
の
（
イ
）
の
方
法
）

断
層
モ
デ
ル
長
さ
お
よ
び
幅
の
概
念
図

（
左
）
初
期
モ
デ
ル
、
（
右
）
修
正
モ
デ
ル

松
田

(1
97

5) 武
村

(1
99

0)

14



中
央
防
災
会
議
の
震
源
特
性
パ
ラ
メ
ー
タ
設
定
方
法

例
：
中
部
圏
・
近
畿
圏
の
内
陸
地
震
に
関
す
る
報
告

平
成
２
０
年
１
２
月
中
央
防
災
会
議
（
東
南
海
、
南
海
地
震
等
に
関
す
る
専
門
調
査
会
）

＜
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
Ｍ
０
の
算
出
＞

地
震
の
モ
ー
メ
ン
ト
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
Ｍ
ｗ
を
断
層
長
さ
Ｌ
と
Ｍ
ｗ
の
関
係
式
（
※
）
を
用
い
て
求
め
る
。

そ
の
Ｍ
ｗ
か
ら
、
Ｍ
０
に
対
す
る
Ｍ
ｗ
の
定
義
式
（

Ka
na

m
or

i,1
97

7）
に
よ
り
Ｍ
０
を
算
出
す
る
。

※
断
層
長
さ
Ｌ
と
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
Ｍ
の
関
係
式
で
あ
る
松
田
式
（
松
田
，

19
75
）
と

Ｍ
と
Ｍ
ｗ
の
関
係
式
（
中
央
防
災
会
議
，

20
04
）
の
２
式
か
ら
求
め
ら
れ
た
式

松
田
式
（
松
田
，

19
75
）
を
出
発
点
に
し
て
地
震
モ
ー
メ
ン
ト
Ｍ
０
を
算
出
す
る
点
で
は
、
地
震
調
査
研
究
推
進
本
部

の
（
イ
）
方
法
と
同
じ
。

＜
起
震
断
層
の
形
状
＞

地
震
調
査
研
究
推
進
本
部
の
調
査
結
果
や
活
断
層
研
究
会
（
「
新
編
日
本
の
活
断
層
」
東
京
大
学
出
版
会
）
を

基
に
モ
デ
ル
化
。

＜
応
力
降
下
量
、
ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
＞

断
層
全
体
で
の
平
均
応
力
パ
ラ
メ
ー
タ
（
Δσ
）
は
３
Ｍ
Ｐ
ａ
と
す
る
。

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
の
面
積
は
各
セ
グ
メ
ン
ト
の
面
積
に
対
し
て
、

20
%
よ
り
や
や
大
き
な
値
に
設
定
。
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大飯発電所の地震動の試算結果について 

 

平成２８年７月１３日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．経緯 

島﨑前委員長代理と田中委員長及び石渡委員との面会について、第１６回原子力

規制委員会（平成２８年６月２０日）で報告した。 

その際、大飯発電所の審査にあたっていた島﨑前委員長代理からの指摘であるた

め、大飯発電所の地震動について、入倉・三宅式とは別の式で計算する（例えば、

周期 0.02 秒の最大加速度だけでもよい）よう指示があった。 

 

２．試算方法について 

ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川断層を対象に、以下の方法で試算した。 

 

○地震調査研究推進本部による「震源断層を特定した地震の強震動予測手法」の震

源特性パラメータ設定方法（別紙１）を基にした関西電力の手法を用いてパラメ

ータを設定する。 

○評価ケースは、関西電力が実施した地震動評価ケース（別紙２）の「基本ケース」

において、地震モーメント（Ｍ０）の算定を武村式に置き換え、断層長さ（Ｌ）

から地震モーメント（Ｍ０）を算定することとし、破壊開始点は、関西電力が設

定している９箇所のうち影響が大きいと考えられる破壊開始点３とする。 

○これらに基づく震源断層モデルと主要パラメータについては、別紙３のとおり。 

○関西電力の計算方法は、統計的グリーン関数法（短周期側）と理論計算（長周期

側）を組み合わせたハイブリット合成法であるが、今回は試算であることから統

計的グリーン関数法（周期 0.02 秒～1秒）で実施した（なお、大飯発電所の主要

機器・設備の固有周期は１秒未満）。 

 

３．試算結果について 

試算結果は、別紙４のとおりであり、武村式を用いて試算した地震動の応答ス

ペクトルのレベルを基準地震動（Ss-1～Ss-19）のレベルと比較すると、短周期（周

期 0.02～1 秒）では、基準地震動（Ss-1～Ss-19）のレベルに収まっている。大飯

発電所の主要な機器・設備（原子炉格納容器、原子炉圧力容器、蒸気発生器等）

の固有周期が概ねこの範囲にあることを踏まえると、現在継続中の大飯発電所の

審査において、基準地震動の見直しを求める必要はないものと考える。 

なお、周期 0.02 秒の最大加速度は、水平方向で 644gal、鉛直方向で 405gal。 

 

＜参考資料＞ 

第20回原子力規制委員会 資料１ 
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震
源

断
層

面
積

Ｓ
か

ら
地

震
モ

ー
メ

ン
ト

Ｍ
０
を

算
出

す
る

（
３

）
の

入
倉

・
三

宅
式

を
、

武
村

（
１

９
９

８
）
の

式
に

置
き

換
え

る
。

「
震

源
を

特
定

し
た

地
震

の
強

震
動

予
測

手
法

」
の

震
源

特
性

パ
ラ

メ
ー

タ
設

定
方

法

＜
別

紙
１

＞

出
典

：
震

源
断

層
を

特
定

し
た

地
震

の
強

震
動

予
測

手
法

（
「
レ

シ
ピ

」
）
平

成
28

 年
（
20

16
年

）
6月

地
震

調
査

研
究

推
進

本
部

地
震

調
査

委
員

会

17



関
西

電
力

に
よ

る
地

震
動

評
価

ケ
ー

ス

＜
別

紙
２

＞

出
典

：
第

3
3
2
回

原
子

力
発

電
所

の
新

規
制

基
準

適
合

性
に

係
る

審
査

会
合

資
料

「
大

飯
発

電
所

地
震

動
評

価
に

つ
い

て
」

18



関
西

電
力

の
「
基

本
ケ

ー
ス

」
と

同
一

条
件

：
試

算
①

断
層

面
積

：
S=

951
地

震
モ

ー
メ

ン
ト

：
=5

.03
×1

0
(入

倉
・
三

宅
式

)
短

周
期

レ
ベ

ル
：

=1
.96

×1
0

/
ア

ス
ペ

リ
テ

ィ
面

積
：

209
.22

   (0
.

) 
ア

ス
ペ

リ
テ

ィ
応

力
降

下
量

: ∆
=1

4.
   

武
村

式
を

用
い

た
ケ

ー
ス

(断
層

形
状

は
試

算
①

と
同

じ
)：

試
算

②
断

層
面

積
：

S=
地

震
モ

ー
メ

ン
ト

：
=1

.75
×1

0
  （武

村
19

98
）

短
周

期
レ

ベ
ル

：
=2

.97
×1

0
/

ア
ス

ペ
リ

テ
ィ

面
積

：
209

.
   (0

.
)

ア
ス

ペ
リ

テ
ィ

応
力

降
下

量
: ∆

=2
2.3

試
算

に
用

い
た

震
源

断
層

モ
デ

ル
と

主
要

パ
ラ

メ
ー

タ

＜
別

紙
３

＞

FO
-A

～
FO

-B
断

層

St
r.=

13
8.

96
°

→
熊

川
断

層
（西

部
）

St
r.=

12
9.

0°
→

熊
川

断
層

（東
部

）

St
r.=

11
0.

12
°

→

大
ア

ス
ペ

リ
テ

ィ
(A

SP
1)

小
ア

ス
ペ

リ
テ

ィ
(A

SP
2)

ア
ス

ペ
リ

テ
ィ

9.0km
(=1.50km×6)

3km
15.0km

(=1.50km×10)

36
.2

km
(=

1.
51

km
×

24
)

9.
5k

m
(=

1.
58

km
×

6)
17

.7
km

(=
1.

48
km

×
12

)

6.0km
(=1.50km×4)

9.0km
(=1.50km×6)

9.
05

km
(=

1.
51

km
×

6)

6.
3k

m
(=

1.
51

km
×

4)
10

.6
5k

m

☆
：
破

壊
開

始
点

入
倉

・
三

宅
式

と
武

村
(1

99
8)

で
は

、
地

震
モ

ー
メ

ン
ト

の
求

め
方

（
震

源
断

層
面

積
か

ら
又

は
地

表
断

層
長

さ
か

ら
）
が

異
な

る
が

、
試

算
で

は
断

層
形

状
等

の
震

源
断

層
モ

デ
ル

は
変

え
て

い
な

い
。

断
層

形
状

を
変

え
ず

に
武

村
式

を
用

い
る

と
、

地
震

モ
ー

メ
ン

ト
は

3.
49

倍
、

短
周

期
レ

ベ
ル

は
1.

51
倍

と
な

っ
た

。
ま

た
、

応
力

降
下

量
は

1.
58

倍
と

し
た

。
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―
：

試
算

①
（
入

倉
・
三

宅
式

）
―

：
試

算
②

（
武

村
式

）

試
算

結
果

と
基

準
地

震
動

（
Ss

-1
～

Ss
-1

9）
と
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島﨑前原子力規制委員会委員長代理との面会の概要について 

 

平成２８年６月２０日 

原 子 力 規 制 庁 

１．面会の趣旨 

島﨑前委員長代理が地震動評価手法の問題点を指摘されている旨の新聞報道等

があり、その内容が島﨑前委員長代理在任中に行われた審査に関するものであった

ことを踏まえ、事実関係を確認するため、田中委員長と石渡委員が島﨑前委員長代

理から直接話をお聞きした。 

 

２．面会における主なやり取り 

（島﨑）将来の地震を予測する場合は、地震前に、断層の長さ、面積、地震モーメン

トを測定、断層のずれの量を考える必要があるが、関係式は地震後にわかった量

で作られている。そこから、不確定性というか、推定の誤りが出てくる。 

（島﨑）断層面が垂直の場合は地震モーメントが、入倉・三宅式を１とすると、山中・

島﨑式は３．５倍、武村式は４倍になる。 

（島﨑）熊本地震に係る国土地理院の暫定的な解で計算した断層面積を、入倉・三宅

式に入れると、地震モーメントと断層のずれの量が、実際の値に比べ非常に小さ

くなる。入倉・三宅式で実際の値になるような断層長さを求めると、５７ｋｍに

なるが、実際は３０ｋｍ、３５ｋｍと言われている。地震前に５７ｋｍと言う人

はいない。すなわち、入倉・三宅式を使う限り、震源の大きさは過小評価される。 

（島﨑）大飯で評価している断層は垂直で、入倉・三宅式を使っている。より真実に

近そうな、過小評価にならないような式を使って、これまでと同じように計算し、

必要であれば色々な判断をするのが一番ではないか。まずそこがスタートである。 

（島﨑）垂直になっている断層に入倉・三宅式を使うことが既成事実化すること、こ

れ以上見直すつもりはないという後ろ向きになってしまうことが一番怖い。必ず

前向きに新しいものを受け入れるという方向で進めていただきたい。 

（島﨑）川内は、すぐにどうこうという問題ではなさそうに見える。 

（島﨑）高浜は遠いから、そんなに影響はないであろう。 

（委員長）今後、新知見については、それなりに評価されたものをベースにして、我々

なりの判断を入れながら取り入れて行きたい。 

＜参考資料＞ 
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